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先
進
地
行
政
視
察
報
告

団
体
支
援
の
取
組
み
状
況
」
に
つ
い
て
研

修
し
て
き
ま
し
た
。
一
言
で
言
え
ば
、
応

援
を
受
け
た
い
団
体
が
、
提
案
事
業
を
市

に
申
請
し
、
内
容
の
審
査
後
、
市
民
に
よ

る
投
票
を
行
い
、
支
援
額
が
決
定
す
る
と

い
う
も
の
で
す
。
補
助
割
合
は
、
２
／
３

以
内
で
上
限
額
が
30
万
円
。
平
成
23
年
度

か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
本
制
度
へ
の
各
団
体

か
ら
の
申
請
件
数
は
、
38
〜
46
事
業
で
、

応
援
希
望
額
の
達
成
率
は
、
平
成
26
年
度

で
52.6
％
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
特
筆
す
べ

き
は
、
市
民
か
ら
の
投
票
に
よ
り
支
援
額

が
決
定
さ
れ
る
こ
と
で
、
多
く
の
市
民
が
、

各
団
体
の
活
動
内
容
を
知
る
・
関
わ
る
、

或
い
は
当
事
者
意
識
が
高
ま
る
効
果
が
大

き
い
も
の
と
考
え
ま
す
。

　

本
市
で
も
、
大
い
に
参
考
に
す
べ
き
制

度
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

北九州市役所にて

委 員 会 報 告先 進 地 行 政 視 察

　

文
教
福
祉
常
任
委
員
会
で

は
、
５
月
18
〜
20
日
ま
で
、
鳥

取
県
境
港
市
の
「
地
域
包
括
ケ

ア
」
と
島
根
県
出
雲
市
の
「
市

立
科
学
館
と
小
中
学
校
の
協

働
の
取
り
組
み
に
よ
る
理
科

学
習
の
取
り
組
み
」に
つ
い
て
、

視
察
研
修
し
て
来
ま
し
た
。

　

境
港
市
が「
地
域
包
括
ケ
ア
」

で
特
に
力
を
入
れ
て
い
る
事

は
、
小
学
校
や
保
育
所
の
隣
に
特
養
ホ
ー

ム
を
整
備
す
る
な
ど
、
子
ど
も
た
ち
や
地

域
住
民
が
交
流
し
や
す
い
工
夫
を
し
て
い

る
こ
と
で
す
。
さ
ら
に
特
養
の
職
員
が
、

地
域
に
出
向
い
て
訪
問
介
護
な
ど
を
実
施

し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
体
制
を
築
く

ま
で
に
は
、
施
設
職
員
が
地
元
の
清
掃
活

動
や
パ
ト
ロ
ー
ル
に
参
加
し
た
り
、
介
護

食
の
調
理
講
習
会
を
開
い
た
り
、
民
生
委

員
や
社
協
と
の
交
流
に
力
を
入
れ
、
地
域

住
民
と
の
信
頼
関
係
を
築
く
努
力
が
あ
り

ま
し
た
。

　

ま
た
職
場
体
験
や
元
気
高
齢
者
の
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
活
動
の
推
進
な
ど
、
担
い
手
育

成
に
も
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。

　

南
相
馬
市
で
取
り
組
む
に
は
、
介
護
職

員
の
確
保
を
最
優
先
課
題
と
し
、
元
気
高

齢
者
の
参
加
や
担
い
手
育
成
な
ど
「
地
域

包
括
ケ
ア
」
の
体
制
づ
く
り
に
つ
い
て
、

文
教
福
祉
常
任
委
員
会
と
し
て
も
、
力
を

尽
く
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

次
に
、
出
雲
市
の
「
出
雲
科
学
館
と
小

中
学
校
の
協
働
に
よ
る
理
科
学
習
の
取
り

組
み
」
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　
「
科
学
館
」
は
市
の
直
営
で
、
人
員
体

制
は
市
職
員
５
人
の
他
総
勢
28
人
。
敷
地

面
積
は
、
15
㎢
。
事
業
費
は
、
本
館
と
理

科
学
習
棟
で
計
43
億
円
。
年
間
経
費
は
、

1.48
億
円
。
実
験
室
、
実
習
室
、
プ
ラ
ネ
タ

リ
ウ
ム
な
ど
多
数
備
わ
っ
て
お
り
、
小
中

学
校
の
理
科
学
習
は
延
べ
２
万
人
、
幼
稚

園
児
、
教
員
、
一
般
向
け
に
も
実
施
し
て

い
ま
す
。

　

魅
力
的
な
授
業
の
裏
に
は
、
科
学
館
教

員
と
引
率
教
員
が
単
元
ご
と
の
学
習
内
容

を
事
前
に
実
験
す
る
な
ど
、
細
か
い
打
ち

合
わ
せ
を
し
て
お
り
、
児
童
・
生
徒
、
引

率
教
員
に
高
く
評
価
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

南
相
馬
市
で
も
、
こ
の
よ
う
な
体
験
学

習
の
機
会
を
、
全
て
の
児
童
・
生
徒
に
与

え
ら
れ
る
よ
う
、
文
教
福
祉
常
任
委
員
会

と
し
て
も
、
引
き
続
き
努
力
し
て
い
き
た

い
と
思
い
ま
す
。

市立科学館での理科学習（島根県出雲市）

　

総
務
常
任
委
員
会
で
は
、
５

月
19
日
か
ら
21
日
ま
で
の
３
日

間
に
わ
た
り
、
福
岡
県
北
九
州

市
と
佐
賀
県
佐
賀
市
を
視
察
致

し
ま
し
た
。

　

北
九
州
市
で
は
「
環
境
未
来

都
市
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
」

視
察
・
研
修
し
ま
し
た
。

　

本
格
的
に
取
り
組
む
に
至
っ

た
経
緯
に
は
、
一
九
六
〇
年

代
に
深
刻
化
し
た
公
害
問
題
へ
の
対
策
が

背
景
に
あ
り
、
先
ず
は
CO₂
削
減
に
取
り
組

み
、
二
〇
三
〇
年
迄
の
中
期
目
標
を
30
％
、

二
〇
五
〇
年
に
は
、
50
％
削
減
を
努
力
目

標
と
し
て
掲
げ
ま
し
た
。

　

北
九
州
市
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
状

況
は
、
太
陽
光
・
風
力
・
水
力
・
廃
棄
物

発
電
に
加
え
、
現
在
、
潮
流
発
電
の
実
証

実
験
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
の
こ
と
。

　

ま
た
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及

促
進
に
努
め
、
平
成
26
年
12
月
現
在
で
、

太
陽
光
発
電
は
16
万
KW
超
に
達
し
、
住
宅

用
の
太
陽
光
発
電
の
伸
び
率
は
、
平
成
19

年
対
比
で
6.5
倍
の
47
万
600　

に
達
し
て
お

り
ま
す
。
更
に
、
通
常
、
広
大
な
土
地
を

必
要
と
し
ま
す
が
、
壁
面
据
付
及
び
埋
め

込
み
タ
イ
プ
を
開
発
し
、
既
に
市
役
所
等

に
設
置
、
運
用
し
て
お
り
ま
す
。
現
在
、

更
な
る
施
策
と
し
て
、
リ
サ
イ
ク
ル
技
術

の
開
発
や
、
一
定
の
条
件
下
で
の
変
動
型

電
気
料
金
シ
ス
テ
ム
の
導
入
等
に
よ
り
、

省
エ
ネ
や
節
電
対
策
に
取
り
組
ん
で
お
り

ま
す
。
本
市
で
も
、
出
来
る
事
か
ら
取
組

む
事
業
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

　

次
に
、
佐
賀
市
に
お
い
て
「
市
民
活
動

KW

総務常任委員会総務常任委員会
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先
進
地
行
政
視
察
報
告
・
政
務
活
動
費
精
算
一
覧

　

建
設
経
済
常
任
委
員
会
で

は
、
平
成
27
年
５
月
20
日
よ

り
22
日
ま
で
の
３
日
間
、
先
進

地
行
政
視
察
を
実
施
致
し
ま
し

た
。

　

視
察
地
及
び
視
察
事
項
に
つ

い
て
は
、
熊
本
県
八
代
市
の

「
フ
ー
ド
バ
レ
ー
事
業
」、
熊
本

県
阿
蘇
郡
南
阿
蘇
村
の
「
６
次

産
業
化
事
業
」、
大
分
県
日
田

市
の
「
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
事
業
」
の

３
地
３
事
項
で
す
。

　

初
め
に
、
熊
本
県
八
代
市
の
「
フ
ー
ド

バ
レ
ー
事
業
」
に
つ
い
て
で
あ
り
ま
す
。

八
代
市
の
人
口
は
約
13
万
７
千
人
、
広
大

な
平
野
と
豊
か
な
自
然
に
恵
ま
れ
、
ト
マ

ト
・
井
草
の
生
産
は
日
本
一
で
す
。
更
に

海
の
玄
関
口
で
あ
る
八
代
港
の
コ
ン
テ
ナ

航
路
は
充
実
し
て
お
り
ま
す
。

　

八
代
市
で
の
フ
ー
ド
バ
レ
ー
に
関
し
て

は
、
食
品
の
開
発
に
止
ま
ら
ず
、
海
外
に

目
を
向
け
て
い
る
印
象
が
あ
り
ま
し
た
。

基
本
目
標
は
、
農
林
水
産
物
の
高
付
加
価

値
化
と
、
関
連
産
業
の
集
積
に
よ
り
「
食
」

に
関
す
る
産
業
が
活
発
化
す
る
こ
と
を
目

指
す
と
し
て
お
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
推
進
体
制
の
整
備
と
し
て

「
フ
ー
ド
バ
レ
ー
推
進
課
」
を
新
設
し
、
民

間
人
を
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
契
約
し
て

お
り
、
特
長
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

次
に
南
阿
蘇
村
の
６
次
産
業
化
事
業
に

つ
い
て
で
あ
り
ま
す
。
研
修
先
は
有
限
会

社
木
之
内
農
園
で
あ
り
ま
す
。

　
「
農
業
の
基
本
は
土
つ
く
り
、
健
康
な
土

は
生
命
力
溢
れ
る
作
物
を
育
て
、
安
全
な

作
物
は
健
や
か
な
人
を
育
て
る
。
農
業
を

通
し
て
人
づ
く
り
に
貢
献
す
る
」
を
基
本

方
針
と
し
て
お
り
ま
す
。「
ゼ
ロ
か
ら
の
出

発
」
と
し
て
、
昭
和
60
年
４
月
よ
り
借
地

で
農
業
を
始
め
て
お
り
、「
家
族
経
営
の
メ

リ
ッ
ト
と
企
業
経
営
の
シ
ス
テ
ム
を
取
り

入
れ
た
、
21
世
紀
の
新
し
い
農
業
形
態
の

創
造
」
と
位
置
づ
け
て
、
新
規
就
農
者
の

受
け
入
れ
を
行
っ
て
お
り
、
い
ち
ご
栽
培

を
約
１
町
２
反
や
ら
れ
て
お
り
、
観
光
い

ち
ご
園
と
ジ
ャ
ム
加
工
販
売
を
主
と
し
て

お
り
ま
す
。
新
規
就
農
者
だ
か
ら
こ
そ
気

付
く
経
営
内
容
が
数
多
く
あ
り
ま
し
た
。

　

次
の
研
修
先
は
、
株
式
会
社
日
田
ウ
ッ

ド
パ
ワ
ー
日
田
発
電
所
で
す
。
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
固
定
買
取
制
度
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ

制
度
が
導
入
さ
れ
て
か
ら
は
、
燃
料
を
高

品
質
な
状
態
で
入
手
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
お
り
ま
す
。

建設経済常任委員会建設経済常任委員会

バイオマス発電所（日田市）

平成２6年度政務活動費精算一覧を公表します平成２6年度政務活動費精算一覧を公表します
（単位：円）

会派名 友和会 改革クラブ 尚友会 日本共産党議員団 公明党南相馬市議団 無会派 無会派 無会派 無会派

総
合
計会派構成

今村　裕　細田　廣
山田雅彦　平田　武
鈴木昌一　中川庄一
田中一正　　　　　

渡部　一夫
小川　尚一
竹野　光雄
鈴木　貞正
田中　京子

太田　淳一
但野　謙介
門馬　和夫

渡部　寛一
荒木千恵子 志賀　稔宗 大山弘一 岡﨑　義典 奥村　健郎 水井　清光

収
入
内
訳

会派への交付額 420,000 300,000 180,000 120,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 1,320,000
預 金 利 子 17 7 6 16 1 0 4 7 0 58

会派の収入合計（A） 420,017 300,007 180,006 120,016 60,001 60,000 60,004 60,007 60,000 1,320,058

支
出
内
訳

調査研修費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
研 修 費 254,600 131,290 0 0 26,780 0 26,256 0 0 438,926
広 報 費 0 135,064 184,786 145,232 0 0 0 65,880 60,000 590,962
広 聴 費 0 1,600 0 0 0 0 0 0 0 1,600
要請・陳情活動費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
会 議 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
資料作成費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
資料購入費 113,097 33,045 0 0 42,401 0 6,778 0 0 195,321
人 件 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事 務 所 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

会派の支出合計（B） 367,697 300,999 184,786 145,232 69,181 0 33,034 65,880 60,000 1,226,809
収支差引額（A－B）※ 52,320 △ 992 △ 4,780 △ 25,216 △ 9,180 60,000 26,970 △ 5,873 0 93,249
市への返還額（C） 52,320 0 0 0 0 60,000 26,970 0 0 139,290

（改選後の１２月から３月分）

※　交付額を超える支出（収支差引額）については、各会派の負担となります。

◇平成26年度は議員の改選年度であったため、任期期間ごとに精算しています。
　①平成26年４月１日から任期満了の11月30日まで（８ヶ月）　②任期開始の平成26年12月１日から平成27年３月31日まで（４ヶ月）


